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滋賀県農業の現状と課題 
～農業に持続的に取り組む「担い手」の確保に向けた施策の方向性～ 

 

2017年 10月 

㈱しがぎん経済文化センター 

産業・市場調査部 
 

【要 旨】 

 

■滋賀県農業の総農家数と経営体数は大幅な減少傾向にある。全国との比較でみる

と、滋賀県の農業の担い手の特色は以下のとおり。 

 

（１） 県の農家は兼業比率が高く小規模で米作中心の産出構成。 

販売農家に占める兼業農家の比率は 80.5％と全国平均 66.7％に比し高く、か

つ、経営耕地面積 30ａ未満の小規模農地保有世帯が全農地保有世帯の 70％を

超える。 

 

（２） 集落営農を中心とした組織経営体の比率は高いが、小規模経営にとどまる。 

集落営農数は全国トップクラスであるが、個々の農業集落単位の域を超えず、

小規模経営にとどまる。 

 

（３） 一般企業の農業参入は進んでいない。 

リース方式による一般企業の農業参入は 2009年の農地法改正以降、飛躍的に

伸びているが、県内の参入は低水準にとどまる。 

 

■滋賀県の農業担い手の課題を「組織力強化」「収益力強化」「ブランド・商品力強化」

の観点から整理し、対応状況並びに今後の方向性をさぐる。 

 

（１） 組織力強化 

担い手の組織力強化のためには、法人化の推進と農地の広域化による経営規

模の拡大が必要である。県における集落営農並びに認定農業者への農地の集

積は全国と比較しても進捗状況は高いが、実際にそれを農地の広域化につな

げていくには農地中間管理機構に機能活用も含め具体的な強化策が必要。 

 

（２） 収益力強化 

6次産業化の推進等による高付加価値化、収入源の多様化が収益力強化には必

要である。農業生産関連事業の年間販売金額の推移をみると県の販売金額は

全国平均を大きく下回り、農産物加工や販売戦略の具体化は今後の課題。 

 

（３） ブランド・商品力強化 

滋賀県産の農産物について、全国的なブランド構築には農産物の商品力を高

め、確たる販売戦略のもと全県的に取り組む必要がある。「みずかがみ」の 2

年連続「特Ａ」取得はその戦略の一環であるが、特Ａ銘柄が急増するなか確

たるブランド力の構築には更なる追加の戦略が必要。 
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１．滋賀県の農業「担い手」の現状 
  

 （１）滋賀県の農家・農業経営体 

農業就業者数が減少し高齢化が進む中で、県の総農家数と農業経営体数の推移を

みると大幅な減少傾向にあり、農業の担い手をいかに育成し確保していくか、大き

な課題となっている。 

  

次ページの図は、2015  

年の農林業センサスをも

とに、 農家と農業経営体

の構造につき、滋賀県及び

全国の状況を示したもの

である。まず、農地を所有

している世帯は、販売農家、

自給的農家、土地持ち非農

家の３種類に分かれる。自

給的農家と土地持ち非農

家が販売農家よりも小規

模の農地を所有する分類

となる。一方、販売農家と一部の自給的農家が農業経営体を構成する。農業経営体

は経営形態によって、家族経営体と組織経営体に分類され組織経営体は法人と非法

人に分かれることになる。 

 以下、滋賀県の農家、農業経営体の特色を整理してみる。 

 

 

　　（出所：農林業センサス）
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【はじめに】 

 

・農業は地域の基幹産業として、観光産業とならび大きな役割を担っている。しかし、

現状をみると、2015 年時点で滋賀県の農業産出額は 586 億円（2000 年時点と比較し

21.4%減）、農業就業人口は 25,346人（同 52.1%減）と地盤沈下が続いている。 

 

・安倍政権の成長戦略（日本再興戦略）では、農業を成長産業とするため、農協改革の

ほかに、以下の 4 つの主要政策をあげているが、④の輸出を除いて、経過期間の割合

以上には進捗していない。 

 

① 2023年までに全農地面積の80％を担い手に集積。 

② 2023年までに生産コストを2011年全国平均比40％削減 

③ 2023年までに法人経営体数を5万法人とする 

④ 2019年に農林水産物・食品の輸出額 1兆円を達成 

 

・農業の競争力を向上させるには「担い手」の確保が必要である。それを実現するため

には、農業の「商品力」、「収益力」を向上させなければならない。本稿では、滋賀県

の「担い手」の現状を把握したうえで、成長に向けた方向性を探ってみたい。 
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（２）滋賀県の農家・農業経営体の特色 

 

【特色１】滋賀県の農家は兼業比率が高く小規模で米作中心 

 

■全世帯の７割超を占める「小規模農地保有世帯」 

 

販売農家と自給的農家の境界線となる経営耕地面積は 30aである。小規模農地を保有する

者を経営耕地面積 30a未満の自給的農家と土地持ち非農家の合計と考えると、農地を保有す

る全世帯の中で小規模農地を保有

する世帯の割合は、滋賀県の場合、

年々増加し現在７割を超える。こ

れは、全国平均 62.7％と比べても

高い水準だ。 

加えて、滋賀県の販売農家は兼

業農家の比率が高く、年々、大幅

に減少する傾向が続いている。減

少した分は経営縮小による小規模

農地保有世帯に移行し引き続き営

農を継続していると考えられ、こ

のような小規模農地保有世帯は滋

賀県の場合まだ増加傾向にある。 

但し、全国的にみると小規模農

地保有世帯は 2015年でピークアウ

トを迎え高齢化による離農がデータ上でも表面化している。いずれは滋賀県の場合も同様に

小規模農地保有世帯のピークアウト＝高齢化による離農の増加⇒耕作放棄地の増加に直結す

るリスクをはらんでおり、持続可能な担い手の発掘、育成は急務といえよう。 

 

■販売農家の 80.5％を占める兼業農家 

 

滋賀県の販売農家 19,306農家の中で兼業農家は 15,539と 80.5％を占める。これは全国の

66.7％に比し非常に高い水準だ。兼業農家、小規模農家が多い背景には、農業の収益性の問

題がある。日本の農業で最も問題なのは、販売農家のうち販売目的で最も多く産出している

米の収益性が非常に低いことである。販売農家のうち米を販売目的で作付けしている農家数

の割合をみると、滋賀県の場合 94.0％（富山の 94.4％に次いで全国で 2番目）とほとんどの

農家が米を販売しているが、米の販売金額は農作物全体の販売金額の 54.4％にとどまる。 

また、収益性をみると、全国平均のデータであるが、水田作のみ農業所得の割合が著しく

低く、年金と農外所得の割合が非常に高い。米の販売農家が大勢を占める滋賀県の場合、必

然的に、サラリーマンや年金生活者などの兼業農家が中心とならざるを得ない。 
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【特色２】集落営農を中心とした組織化の比率は高いが、小規模経営に留まる 

 

■組織経営体の比率は高いが、法人組織比率は全国平均並み。 

 

次に農業経営体についてみてみよう。滋賀県は、家族経営体が全体の 95％以上を占めてお

り、全国の状況と同じく、担い手の大勢は組織化されていない小規模経営体である。一方で、

組織経営体（農家以外の農業事業体及び農業サービス事業体）の比率が 4.2%と全国平均

（2.4％）より倍近く多い。 

組織経営体は、法人組織と非法人組織にわかれる。農業の競争力、収益力を増していくた

めには、法人化による経営力の増強が不可欠といわれるが法人組織率は 2%程度で全国平均並

みに留まる一方、非法人の組織は集落営農組織を中心に組織化が進んでおり、滋賀県での組

織経営体の比率が高い大きな要因となっている。 

以下、組織経営体及び法人化の動向につき、滋賀県の特色を集落営農並びに一般企業の参

入の両面から探ってみる。 

 

■滋賀県は集落営農先進県 

 

滋賀県は、個別農家では維持し得なくなった農地を、集落の力で維持していく集落営農を

積極的に推進してきた。集落営農とは、農作業に関する一定の取り決めの下、地域ぐるみで

農作業の共同化や機械の共同利用を行うことにより、経営の効率化を目指す取り組みである。

滋賀県の集落営農数は 2016年 2月時点で 840集落あり、全国的にみても宮城（911）、兵庫

（864）に次いで 3番目に多く、まさに集落営農先進県である。中でも、集落営農の法人化率

の状況をみると、宮城 16.5％、兵庫 11.7％に比し、滋賀県は 29.3％と高く、組織経営体の

比率が全国平均比高い要因となっている。 

 

■広域化できない集落営農 

 

一方で、現状の集落営農には課題がある。滋賀県では、従来から集落営農を推進してきた

結果、全農業集落数に占める集落営農を構成する農業集落数の割合は 5割を超えている。し

かし、集落営農 1組織当たりの農業集落数は 1.1とほぼ従来の１集落の域を超えない小規模

組織に留まっている。この水準は、全国平均の集落営農がほぼ 2集落で構成されていること

を見ても低い。その結果、集落営農 1組織当たりの集積面積も 18.6haと全国平均 32.6haに

比し小規模となっている。 
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【特色３】一般企業の農業参入は進まず 

 

■規制緩和の動き 

 

農業分野への一般企業の参入の動きは、2009年 12月の農地法改正以降加速している。歴史

的にみると、農地法に謳われた「自作農主義」〔自作農（家族経営の農家）が農地の所有およ

び経営をすることが最も望ましい農業の形態であるとする考え方〕に基づき、農業分野への企

業の参入には厳しい規制がかけられてきた。即ち、農業に関連のない一般企業が農業に参入す

るのは、農地を利用しない施設型農業（植物工場、施設園芸など）に限られていた。 

それが、1993年に農地の所有権を取得できる農業生産法人への農業外からの出資が認められ

て以降、徐々に参入障壁は低くなってきている。 

企業参入に係る規制緩和には、大きく分けて、農業生産法人への出資規制の緩和と農地の保

有利用の規制緩和の二つの流れある。 

 まず、農業生産法人への出資規制は、出資できる企業の範囲拡大とその出資比率の緩和が進

められてきた。当初は、農業関連企業に限定して出資比率も 1/10未満であったが、2009年の

改正では農業関係者以外の企業の出資が認められ、2016年には一般企業の出資比率が１／２未

満まで拡大された。 

一方、農地のリースに関する規制は、2003年まではリースが可能なのは農業生産法人に限定

されていたが、2003年に一般企業にも遊休地限定でリース可能となり、2009年には遊休地限

定の規制も撤廃され、全国どこでも一般企業の参入が可能となった。 
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■一般企業参入の状況 

 

それでは、実際にどの程度の一般企業が農業に参入しているのか。リース方式による参入の

状況でその傾向を把握してみる。 

 

遊休地限定の条件付で開放された 2009年までの 7年間で全国では 436法人が参入した。こ

れに対し遊休地限定の条件が撤廃された 2009年の農地法改正以降 2016年 6月時点で 2,222法

人と旧制度の約 5倍の企業が参入している。 

一方、滋賀県での参入状況をみると、旧制度下では 0法人、新制度以降で 20法人が参入を

果たしているが、全国はもちろん近畿地区でも最低レベルに留まる。滋賀県はかねてより集落  

営農の推進とりわけ法人化に力を注いできたが、一般企業の参入は進捗していない。 

 

何故、滋賀県では一般企業の参入が進まないのか、滋賀県の営農類型が水田作中心であるこ

とが大きな理由のひとつとなっているようだ。滋賀県の場合、前述のとおり、販売農家のうち

収益性の低い米を販売目的で作付けしている農家数の割合が前述のとおり 94.0％と非常に高

い。同じ近畿で集落営農数が滋賀県と同等水準以上にある兵庫県の同割合は 81.2％。同県では、

集落営農の法人化はそれほど進んでいないが、一般企業の参入数は 151法人と全国 1位の水準

だ。兵庫県の場合、知名度の高い淡路島での玉ねぎ生産への参入が相次いだようだ。ブランド

化された淡路島玉ねぎを生産販売することにより早期の黒字化達成が可能と見込む企業が積

極的に参入したことがうかがえる。ブランド力のある商品の存在は、新たな担い手の参入に必

要な重要な鍵といえよう。 
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２．滋賀県の農業担い手の課題と今後の方向性 
 

（１）課題の整理と対応 

 これまでの現状分析をふまえ、滋賀県の農業、特に担い手強化に向けた課題を整理すると以下

の通りとなる。 

① 兼業農家の比率が高く、販売農家の減少率が高い。【組織力強化】 

② 集落営農先進県であるが、一集落≒一集落営農と小規模運営。【組織力強化】 

③ 一般企業の参入が進まず。【組織力強化】 

④ 米作中心の産物。【収益力強化】 

⑤ 県農産物の県外でのブランド認知度低い。【ブランド力・商品力強化】 

 

  滋賀県農業・水産業基本計画（2016 年 3 月）によると、課題に対する対応として、以下の

ような施策をあげている。各種施策は「組織力強化」「収益力強化」「ブランド力、商品力強化」

の 3分野に集約される。 

 

課題 主な方針・施策 

① 組織力強化 

 

・経営体質強化に向けた複合化や法人化、集落営農型法人の広域化など

の支援充実 

・集落の話し合い推進による、担い手（個別経営。集落営農組織）への

農地の集積促進 

・農地中間管理機構の活用による、企業を含めた新規参入者に対する農

地の貸付けの推進 

② 収益力強化 ・稲ＷＣＳ（稲発酵粗飼料：ホールクロップサイレージ）等のコント

ラクター（作業受託組織）の充実・強化 

・6 次産業化に取り組む農業者・漁業者の拡大と所得向上の実現に向け

た支援 

・麦・大豆や飼料用米等の戦略作物の本作化 

・マーケットインの視点からの野菜等園芸作物や近江の茶の生産振興 

③ ブランド力・

商品力強化 

・「みずかがみ」の産地（特Ａ取得）体制の確立に対する支援 

・「コシヒカリ」「秋の詩」の特Ａの取得 

・地理的表示保護制度の活用促進 

・環境こだわり農産物の認知度向上 

・貿易関連情報の発信と相談体制の充実強化（ジェトロとの連携） 

・ＧＡＰを未実施の産地への取組推進とより高度な取組への誘導 

 

それぞれの課題は、個々に独立したものではなくそれぞれが密接に関連しており、一体的な推

進が望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記各施策の中から、組織力強化「担い手への農地の集積と広域化」、収益力強化「6 次産業

化の推進」、ブランド力・商品力強化の進捗状況「特Ａ、ＧＡＰ」につき整理してみる。 
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（２）組織力強化 「担い手への農地の集積と広域化」 

   

担い手の組織力強化のためには、まずは法人化推進と農地の広域化による経営規模の拡大

が必要といわれる。滋賀県の場合、法人化については、前述のとおり、法人化率は全国平均

並みであるが組織経営体の比率は、全国平均よりも高い。一方、販売農家は減少し小規模農

業世帯は増加傾向が続いており、経営規模は更なる拡大の余地がある。 

農地の集積については、日本再興戦略において「2023年までに全農地面積の 80％を担い

手に集積」することが、重要な KPI（成果目標）となっている。ここでいう担い手とは、地

域農業を支え、中心となって農業を実践する人や組織であり、具体的には、認定農業者およ

び集落営農組織を指す。また、政府は 2014年度から農地中間管理機構を本格的に始動させ

農地集積の加速化を図っている。 

認定農業者制度は、農業経営基盤強化

促進法に基づき、農業者が５年後の経営

改善目標を記載した農業経営改善計画

を作成し、市町村が作成する基本構想に

照らして、市町村が認定する制度である。  

滋賀県は、前述のとおり集落営農の先

進県であるが、認定農業者制度の推進に

も積極的に取り組んできており、2011年

3月から 2017年 3月の 6年間での認定農

業者数の増加率は全国トップである。こ

のように、農地を集積する受け皿である

担い手の増強につとめていることもあ

り、滋賀県の農地集積率は 2017 年 3 月

末時点で 56.0％と全国でも高い部類に

属する。 
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今後、小規模農業世帯や土地持ち非農家などの増加にともない、耕作されない農地の行き場

として担い手への農地集積・広域化の重要性は増していく。農地集積・広域化を成功させる

には、以下のような課題があり、行政支援の充実、農地中間管理機構の機能強化が求められ

る。 

 

① 農地集積にともなう生産基盤の整備 

・生産機能の整備においては、集積にともなう区画拡大や水路補修、暗渠排水など水

田の汎用化への対応が必須であり、土地改良の費用負担が集積のネックにならない

ような十分な支援措置を講じる必要がある。 

② 農地分散による作業効率の低下への対応 

・担い手間での農地利用権の交換を円滑にするなど、農地中間管理機構の農地仲介機能

を充実させる必要がある。 

③ 規模拡大に伴う機械・作業体系の強化・充実 

・広域の農地を管理運営していくには、担い手自身の組織力の向上が必須であり、法人 

化の推進や人材の登用などの体制整備に係る支援は不可欠となる。 

 

 農林水産省が実施した「農地中間管理機構の活動状況等に関するアンケート」によると農

地中間管理機構の認知度について、「担い手」側に比し、農地の「出し手」側の認知度はか

なり低い状況が続いている。マッチング機能を有効にするためには更なるＰＲ活動も必要と

いえよう。 
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（３）収益力強化 「6 次産業化」の推進 

 

6次産業化は、農林水産業の活性化の鍵を握る重要な施策であり、農林水産物の生産にと

どまらず、加工や販売などをあわせて行うことにより、生産者の収入や地域での雇用の拡大

を図る取組である。関連法として「地域経済を活用した農林漁業者等による新事業の創出等

及び地域の農林水産物の利用促進に関する法律」（6次産業化法、2011年 3月施行）がある。 

6次産業化を目指す農林漁業者で国からの支援策（設備などハード面の助成など）を希望

する事業者は、「総合化事業計画」を作成し、農林水産大臣より 6次産業化法の認定を受け

る必要がある。総合化事業計画の認定数は、2017年 8月現在、全国で 2,250件あり、うち、

滋賀県の認定件数は66件と全国第9位にランクされており、総合化事業計画の認定品目は、

米は 15件にとどまり、野菜（23件）、茶（10件）、果樹（6件）など幅広い品目で事業が推

進されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6次産業化そのものは、上記認定を受けなくても事業はできるわけであり、認定件数だけ

では実際の状況は把握できない。そこで、農林水産省で毎年実施している 6次産業化総合調

査の中の農業生産関連事業のデータから 6 次産業化の推進がもたらした「地域資源を活

用した産業の創出」「雇用の拡大」等の効果を類推してみる。 

農業生産関連事業とは、自己生産農産物を利用した加工、直販や観光農園等農業経営

に付帯する事業であり、その年間販売金額と従事者数の推移は以下のとおりである。 

 

 
 

http://www.weblio.jp/content/%E8%87%AA%E5%B7%B1
http://www.weblio.jp/content/%E8%87%AA%E5%B7%B1
http://www.weblio.jp/content/%E8%BE%B2%E7%94%A3%E7%89%A9
http://www.weblio.jp/content/%E5%88%A9%E7%94%A8
http://www.weblio.jp/content/%E5%8A%A0%E5%B7%A5
http://www.weblio.jp/content/%E7%9B%B4%E8%B2%A9
http://www.weblio.jp/content/%E8%A6%B3%E5%85%89%E8%BE%B2%E5%9C%92
http://www.weblio.jp/content/%E8%BE%B2%E6%A5%AD
http://www.weblio.jp/content/%E8%BE%B2%E6%A5%AD
http://www.weblio.jp/content/%E4%BB%98%E5%B8%AF
http://www.weblio.jp/content/%E4%BA%8B%E6%A5%AD
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従事者数は 6次産業化の施策が始まった 2011年度から年度毎に増減があるが、2015年度

は 2011 年度比 9.3％増と一定の雇用増は認められる。一方、年間販売金額をみると、全国

は 2011年度比 20.3％増であるのに対し、滋賀県は 6.8％増と売上増への貢献では全国平均

をかなり下回る。 

近隣府県との比較でその要因を分析すると、福井を除きどれも二桁台の伸びを示している。

特に元々販売金額の大きい農産物加工と農産物直売所で 20％以上の増加を示している。近

隣府県は福井、富山を除き、水稲作付農家の割合が滋賀県ほど高くなく、米以外の農産物で

付加価値を高め直売を増加させている傾向があるようだ。 

滋賀県では、生産に加え新たに 6次産業化に取り組む意欲ある農業者が増えているようで

あるが、売上ひいては所得の向上につながる農産物加工による付加価値の拡大、商品力・ブ

ランド力の強化による販売戦略の具体化は今後の課題といえよう。 

 

 
 

 

（参考）6次産業化 滋賀県事業者の事例 
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（４）ブランド力・商品力強化 

 

滋賀県では、農産物の認知度向上に向けて、「環境こだわり農業」の推進による付加価値

の向上や「おいしが うれしが」キャンペーンによる地産地消の推進などブランド力・商品

力強化に向け取り組んできているが、現状では県内、近畿圏内での認知度向上に留まり、全

国的なブランド構築は今後の課題である。 

 

■ブランド力強化には、特 A取得プラスアルファの戦略が必要に 

 

ブランド構築には、確たる商品力が前提となる。販売農家の中で米が販売目的である農家

が 9割以上を占める滋賀県は所謂「米どころ」といえるが、その商品力の現状は今のところ

更なる品質アップの途上にある。 

 

米の品位は、毎年米穀検査で、整

粒割合、水分割合、異物混入割合な

どを基準に、1等級・2等級・3等級・

規格外と区分され評価されている。

農林水産省の「穀物検査成績」から

滋賀県の状況をみると、1 等米比率

は全国平均を下回る年が多い。最近

の高温などの異常気象により低迷

している部分もあると思われるが、

更なる技術改善が望まれるところ

である。 

 

一方、米の食味（おいしさ）を評価する指標として、（一財）日本穀物検定協会が実施す

る「食味ランキング」がある。食味ランキングは全国の主だった品種の銘柄を食味官能試験

に基づきランク付けするもので、昭和 46年産米から実施され、特 Aランクは 1989年（平成

元年）から設定されている。特 A に選

定された銘柄は所謂「ブランド米」と

して、その販売戦略に大きな影響力を

もつことになる。 

滋賀県では、2015年（平成 27年）産

の「秋の詩」と「みずかがみ」で初め

て特 Aを取得し、2016年（平成 28年）

では 2 年連続で「みずかがみ」が特 A

を取得した。現在の特 A品種で、2年連

続で取得したのは近畿では「みずかが

み」のみであり、その点で画期的とい

えよう。 

しかし、全国の特 A の産地品種数を

みると、2011 年（平成 23 年）産米から急激に増加しており、直近では 44 種の品種が高級

米市場にひしめいており、米の消費量が年々減少していくなかで、特 Aブランドも以前ほど

の価値はなくなってきている。また、全国では、2年以上連続して特 Aを取得している品種

は、25 品種あり現在特 A 品種のうちの半分以上を占めている。新潟県魚沼産の「コシヒカ

リ」にいたっては 28 年連続、岩手県産「ひとめぼれ」は 13年連続で特 Aを取得している。 

2年連続特 Aの「みずかがみ」は近畿圏内では一定の差別化は図れるが、更なる価値向上

のためにはプラスアルファの施策が必要となろう。将来的に予測される高級米市場の値崩れ

に備えるため、連続特 A取得は大前提とし、販売対象となる顧客層を明確化し（セグメント・

ターゲティング）、どんな価値をどういった接点で売り込んでいくのか、統一された販売戦

略のもとブランド化を推進していく必要があろう。 
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■GAP取得に向けた動き 

GAP（Good Agricultural Practice:農業生産工程管理）とは、農業において、食品安全、

環境保全、労働安全等の持続可能性を確保するための生産工程管理の取組のことで、結果と

して、農産物の品質向上や経営効率化、競争力強化につながると期待されている。前述のブ

ランド強化のプラスアルファの施策としても有効なものである。代表的な GAP規格としては、

世界で最も普及している「GLOBALG.A.P」と日本国内で普及している「JGAP」がある。 

 

《GLOBALG.A.Pの取得はまだまだこれから》 

全世界において、GLOBALG.A.Pは、年々増加しており 2016年現在で 17万件を超える認証

数となっている。日本の認証数は増加傾向にあるが、2017 年 4 月現在で 420 経営体と全世

界 の 認 証 数 の

0.3%に満たない状

況である。滋賀県

での認証取得は 

2017年 8月現在で

農業生産法人 有

限会社エコ農業ニ

シサカと JA グリ

ーン近江老蘇集落

営農連絡協議会の

2 件でいずれも米

が対象である。 

 

 

《JGAP認証の動き》 

JGAP は日本における標準的な GAP であり食の安全や環境保全に取り組む農場に与えられ

る認証である。認証農場数はここ数年急増しており、2017年 3月末で 4,113農場と 2015年

の 2,529農場から 6割強の増加率を示している。 

 

 都道府県別の取得

状況をみると自治体

によって認証農場数

に大きな格差がある。

滋賀県は 12 件と全

国的にみると決して

多くない。また、取

扱品目でも偏りがあ

り米が 109 件に対し

茶が 2,880 件と全体

の 7 割強を占める。

最も多い静岡、鹿児

島は茶を主体とした

農場の認証が多く、

滋賀県も 12 件中 11

件が茶の農場が取得している。 
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JGAP は、現在、日本発の規格であるが、国際規格としてグローバルな知名度・信頼性を

得るために、できるだけ早期に GFSI（注）の承認を得る方針で取組中である。 
 

（注）Global Food Safety Initiative:グローバルに展開する 70か国 400社以上の小売業・食品メーカー

で構成される The Consumer Goods Forum の下で 2000年に設立された世界最大の業界団体のひとつ。

具体的な活動の一つとして、食品安全にかかわる認証制度について、その信頼性を判断・承認する

仕組みを提供。GFSIの承認を受けた認証制度は「GFSI承認スキーム」と呼ばれ、信頼に足る食品安

全の認証制度として世界中で利用されており GlobalG.A.P もそのひとつ。 

 

 

【おわりに】 

 

滋賀県の農業は、従来から米作農家が主な担い手であり兼業農家中心のもと運営されてき

た。なかでも集落営農組織は、全国的にも特筆すべきものがあり、重要な担い手となってい

る。但し、高齢化にともなう規模の縮小傾向は今後加速していくわけであり、持続可能な担

い手の育成と農地の集積は大きな課題といえよう。 

1970年から続いた減反政策による生産調整は来年（2018年）に廃止される。時代の流れ

は、これまでの保護された農業から市場に開放された農業に進んでいく。自らの販路の開拓

や競争力のある商品開発などこれからの農業経営者即ち持続可能な担い手に求められる要

素は多くなるが、その分ビジネスチャンスは拡大していく。 

持続可能な担い手には強力な商品力のある農産物が必要である。米では「みずかがみ」を

中心とした特 Aランク取得の例にみられるように、ブランド力向上に向けた施策の推進は更

に重要性を増してくる。競争激化の中で、「誰に」（顧客セグメント）、「どんな価値」を「ど

んな接点」で売り出していくか商品のポジショニングを明確にしたうえで、「担い手」、関連

団体、行政が共通の目標に向かって協働していくことが今後期待される。 

 

（鷹羽 晃） 


